
【導入】

医者に一度でもかかったことのある方、

手を挙げてください！

病院へ行ったこと、

誰もが一度はあるでしょう。

そして、病院へ行ったら必ず書かされるもの。

それは、・・・問診票です。

問診票には体重・身長・病歴など様々なことを記入します。

この記入事項は診断の重要な手がかりとなります。

しかし、果たして本当に利用されているか

疑問に思う項目もあります。

そう、それは性別です。

おそらく私たちは何気なく男女どちらかに〇をつけます。

しかし、性別を考慮した診察の経験がある、という方は少ないでしょう。

最近では、問診票に性別を記入する欄すらないこともあるのです。

この性別を無視していても良いのでしょうか？

本弁論では、男女の違いに基づく

性差医療の現状とその解決について訴えます！

【現状】

そもそも日本の医療現場での診療では、年齢や体重等様々な要素を考慮しています。

身体の造りが異なるために、これらを判断材料として治療法や薬の処方などを変えているので

す。

しかし、本来ならば考慮されなくてはいけないのに、考慮されていないものがあります。

それは性別です。

実際、男性と女性では発症率や進行具合、痛みを感じるところなどが異なります。

これも年齢や体重と同様に身体の作りの違いが原因です。

この男女差は主に二つあります。

一つ目に、

病気の原因となる体の箇所が異なることです。

例えば、血栓。

男性は太い血管に、女性は細い血管にできやすいとされています。

二つ目に、

臓器の機能の差があることです。



例えば、薬。

女性の方が腸や肝臓などの薬の吸収スピードが遅いため、想定以上に効果が持続してしまいま

す。

そして、薬が切れないまま次の薬を服用してしまうなど、日常生活において危険な状態に繋がり

ます。

具体的に、心臓の血流が悪化する病気である狭心症にかかった女性Aさんを
例に挙げてご説明致します。

男性には胸の痛みを訴える人が多いのに対し、Aさんはお腹の痛みを訴えました。
また、この病気は男性は太い血管で起こるとされていますが、実はこれは男性の特徴であり、女

性はむしろ細い血管で起こります。

実際に彼女も、細い血管が詰まったことが原因で、

診断がつかず、病院を転々としました。

最終的に彼女に病名がついたのは、痛みを感じてから３年もの歳月が経っていました。

このように男女の間には明確な男女差、つまり「性差」が存在します。

しかし、男女で臓器機能の差や痛みを感じる部分が異なるため、

診断が遅れてしまうなど現在の医療・診療制度のままでは、性差を考慮できていません。

では、なぜ性差を考えた医療が進んでいないのでしょうか？

実は現在既に、性差に応じた医療、「性差医療」という概念は存在しています。

性差医療とは、男女でどちらかに解明ができていない病気を研究し、治療や診断に活かす医療

のことを指します。

国立循環器病研究センターの中尾葉子研究員によると、

「女性は男性規準の医療では、男性ほどの治療効果がないため、性差を考慮して診断方法や治

療をすべき」

と提言がされています。

こうした状況に2005年、内閣府は
「性差に応じた的確な医療である性差医療を推進する」との方針を示しました。

その具体的な対策として、女性外来の設置があります。

女性外来とは分野を問わず、女性であれば受診できる女性特化の診療科です。

しかし、週1回、数時間、医師が一人しかしないなど、十分ではないのが現状です。

【現状まとめ】

以上をまとめると、

病気の症状や進行具合は男性と女性で違いが生じているのにもかかわらず、

治療は男女共通のものになっています。

それを打開するために性差医療という考えがありますが、

性差を考慮した医療は行われていません。

政府も政策を打っていますが、効果は不十分です。



【転調】

ここまで性差医療は女性に様々な不利益が生じる問題としてお話しました。

しかし、この性差医療に関する問題は、

果たして女性だけの問題なのでしょうか？

そんなことはありません。

男性にも起こっている問題なのです。

実際に、女性患者が多く、

女性基準の治療になっている病気も存在しています。

例を挙げると、

更年期障害はホルモンバランスを急激に崩す更年期の女性に多い病気ですが、

男性は発症年齢が定まっていません。

こうした女性のデータをもとに成り立っている病気では、

逆に、男性患者に適切な医療を提供できません。

この性差医療は必ずしも女性だけの問題ではないのです！

だからこそ、男女両方の性差を考慮した医療体制を構築するべきではないでしょうか？

【分析】

では何故、性差を考慮した医療は行われていないのでしょうか？

それは、性差医療に関する教育が不十分で、圧倒的に性差医療の知識を有する医師が少ない

ためです。

実際、文部科学省が定める医学生の教育カリキュラムにおいても性差医療に関する教育は

組み込まれておらず、一部の大学のみが取り入れています。

また、性差医療を教える教育者があまりにも少ないのです。

性差医療に関する指導者の資格として、性差医療学会が行っている「性差医療認定医師」という

資格があります。

この資格では、性差医療学会が定める性差医療の教育を受け、性差医療の力量が証明されま

す。

しかし、現在の認定医師はたった61人しかいません。

このように性差医療を受ける機会が形骸化した女性外来に限定され、性差医療の知識を活用で

きる医師も非常に少ないことが現状の背景にはありました。

つまり、性差医療の活用には、性差医療の知識を有する医師の数を増やしていき、女性外来に

留まらず、誰でも性差医療が受けられる体制を構築しなければならないのです！

【問理融合】

誰しもが、自分の特性にあった医療を受けたいはず！

医療で性差によって不利益を被るなんてあって良いことではありません！



私は、男性と女性どちらにも安心安全で適切な医療が提供される社会を実現したい！

現在の医療はどうでしょうか。

性差万別な症状に対する、男女共通の医療。

このままでいいはずがありません！

これからの医療には、

男性と女性の両方の性差にあっていることが必要なのではないでしょうか？

誰もが性差にあった医療を受けられることで、安心して治療に臨むことができ、

さらなる医療の発展につながるのです。

【プラン】

そこで私は、性差医療の知識を有する医師を増やし、

誰でも性差医療が受けられる体制を構築するために２点のプランを提案いたします！

１点目は医学生に性差医療の認定医療制度に基づく教育を義務づけることです。

具体的にご説明いたします。

現在、性差医療の分野には、性差医療の力量が証明される認定指導医制度が存在します。

この制度では、数回にわたる性差医療セミナーを受講し、性差医療学会から修了認定を受ける

ことで認定指導医として認められるという仕組みになっています。

この認定指導医制度を医学部のカリキュラムに盛り込みます。

これにより、今後医療界へ進出していく医師たちに性差医療の知識が蓄積され、

特定の外来などではなく、いつも受けている治療や研究で考慮されるようになるのです。

２点目は現在医者になっている人たちも性差医学・医療認定医になれることを義務化します。

具体的にご説明します。

現在、既に医師である人は先ほどと同様にセミナーの受講と修了認定をうけることで認定指導医

となれます。

この現在、性差医療学会が行っている

認定指導医制度に基づいて、認定を受けてもらうことを義務化します。

これら２点のプランにより、

今後医療界へ進出していく医師たちから医療界で活躍する医師にまで性差医療の知識が蓄積さ

れ、研究や治療での考慮がされるようになるのです。

【締め】

治療は病気によって、千差万別。

性差によって、発症や病気の進行具合が異なり、

まさに性差万別。



だからこそ、性差を考慮した治療法を確立していかなければなりません。

性差医療・医学研究会が発足された2003年は、奇しくも私の生まれ年です。
私の人生も性差医療もまだまだ道半ば。

男性・女性どちらにも適切な性差医療が広まることを願って、

本弁論を終わらせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。


